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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第61期
第２四半期
連結累計期間

第62期
第２四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (千円) 3,518,216 3,396,761 7,545,600

経常利益 (千円) 411,344 275,252 865,974

四半期(当期)純利益 (千円) 234,702 141,089 431,392

四半期包括利益
又は包括利益

(千円) 192,901 68,455 536,667

純資産額 (千円) 7,595,362 7,830,351 7,917,397

総資産額 (千円) 9,594,979 9,669,677 10,140,292

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 26.96 16.34 49.68

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.7 80.5 77.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 90,930 513,215 665,075

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △132,141 △225,178 △248,727

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △188,285 △189,292 △213,052

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,642,474 2,190,994 2,082,199

 

回次
第61期
第２四半期
連結会計期間

第62期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 12.13 10.56

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

　  ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　  ３　第61期第２四半期連結累計期間、第62期第２四半期連結累計期間及び第61期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当

期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の復興需要などにより緩やかな回復基調

にあるものの、欧州債務危機や為替レートなどの動向等により景気の先行きが不透明な状況で推移いたしま

した。

一方、当社グループが属する電子計測器、電源機器等の業界においては、下振れリスクの中、比較的堅調な環

境・エネルギー関連市場に積極的なソリューション営業活動及び研究開発活動を行うと共に、原価低減と経

費節減にも努力を重ねてまいりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は33億９千６百万円(前年同四半期比3.5％減)、営業利益

は２億７千５百万円(前年同四半期比32.9％減)、経常利益は２億７千５百万円(前年同四半期比33.1％減)、四

半期純利益は１億４千１百万円(前年同四半期比39.9％減)となりました。

 

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行っているものであり、セグメ

ントは単一であります。したがいまして、セグメントごとに業績は開示しておりません。

なお、当社グループにおける製品群別事業概況は、次のとおりであります。

 

《電子計測器群》

電子計測器分野においては、製造業全般の設備投資が低調に推移し、耐電圧試験機や特注製品の売上が減少

しました。一方で航空機関連市場での投資活動により、通信用測定器に動きが見られました。

以上の結果、売上高は６億４千万円(前年同四半期比31.2％減)となりました。

 

《電源機器群》

電源機器分野においては、設備投資活動が活況なＥＶ(電気自動車)や環境・エネルギー市場向けの直流電

源、交流電源及びバッテリーテスタに動きが見られました。

以上の結果、売上高は26億９百万円(前年同四半期比7.2％増)となりました。

 

《サービス・部品等》

サービス・部品等につきましては、特記すべき事項はありません。

当該サービス・部品等の売上高は、１億４千６百万円(前年同四半期比3.5％減)となりました。
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また、上記に含まれる海外市場の事業概況は以下のとおりであります。

 

《海外市場》

海外市場では、環境・エネルギー市場向けの交流電源に動きがあったものの、全般的に設備投資が抑制傾向に

あり低調となりました。このような状況の中、スマートフォン市場向け直流電源に動きが見られました。

以上の結果、海外売上高は９億４千８百万円(前年同四半期比4.8％減)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間の総資産は、現金及び預金が増加したものの、受取手形及び売掛金並びに有形

固定資産の減少等により、前連結会計年度末に比べ４億７千万円減少し、96億６千９百万円となりました。

　　　 負債は、未払法人税等及び賞与引当金の減少等により前連結会計年度末に比べ３億８千３百万円減少し、18億

３千９百万円となりました。

　　　 純資産は、四半期純利益の計上等により増加したものの、剰余金の配当及び自己株式の取得等により、前連結

会計年度末に比べ８千７百万円減少し、78億３千万円となりました。

 

(3) キャッシュ・フロー状況の分析

　　　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

１億８百万円(5.2％)増加し、21億９千万円となりました。

 

　　　当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 

　 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

　　　営業活動によるキャッシュ・フローは、５億１千３百万円(前年同四半期は９千万円)となりました。これは、税

金等調整前四半期純利益２億２千９百万円の計上、売上債権の減少額４億８千３百万円及び仕入債務の増加

額８千万円等による資金の増加が、法人税等の支払額２億１百万円及びたな卸資産の増加額５千９百万円等

による資金の減少を上回った結果によるものであります。

 

　 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

　　　投資活動によるキャッシュ・フローは、△２億２千５百万円(前年同四半期は△１億３千２百万円)となりまし

た。これは、有形固定資産の売却による収入５千２百万円並びに投資有価証券の売却及び償還による収入３千

４百万円等による資金の増加を、有形固定資産の取得による支出１億９千５百万円及び投資有価証券取得に

よる支出１億２百万円等による資金の減少が上回った結果によるものであります。

 

　 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

　　　財務活動によるキャッシュ・フローは、△１億８千９百万円(前年同四半期は△１億８千８百万円)となりまし

た。これは、自己株式の取得１千４百万円及び配当金の支払額１億７千２百万円等により資金が減少したこと

によるものであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　　　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　　①　基本方針の内容

　　　　当社の株式は、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模買付

提案等であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではな

く、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的に株主全体の意思に基づいて行わ

れるべきものと考えます。

　　　　しかしながら、昨今、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景として、対象となる会社の

経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大規模買付提案等を強行するといった動きが顕在化しておりま

す。

　　　　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値、当社を支え

るステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的

に確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、企業価値ひいては株主共

同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として不適切であると考えます。

　②　不適切な支配の防止のための取り組み

　　　　当社は、大規模買付提案の買付行為がなされた場合について、その大規模買付者が中長期的な経営意図や計

画もなく一時的な収益の向上を狙ったもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、買収

等の提案理由、買付方法等が不当・不明確であるなどの事情があるときは、企業価値を毀損し、株主共同

の利益に資するとはいえないと考えます。

　　　　また、大規模買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆様の判断に委ねるべきものであります

が、株主の皆様が適切な判断を行うためには十分な情報が提供される必要があると考えます。

　　　　そこで、大規模買付行為に対するルールとして、特定の株主グループの株券等保有割合を20％以上となるよ

うな当社株式の買付を行う者に対して、(ａ)買付行為の前に、当社取締役会に対して十分な情報提供をす

ること、(ｂ)その後、独立委員会がその買付行為を検討、評価・交渉・意見及び代替案立案のための期間

を設けることをルールとして策定いたしました。このルールが遵守されない場合やその買付行為が企業

価値又は株主共同の利益に対する侵害・毀損をもたらすおそれのある買付と認められる場合に、当社は

これに対する買収防衛策を導入すべきものと考えます。

 　　　　このような観点から、当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利

益を向上させるため、基本方針に照らし不適切な買付行為の防止の取り組みとして、当社株式の大量買付

行為に関する対応策(買収防衛策)の継続を決議し、平成22年６月29日開催の当社第59回定時株主総会に

おいて承認を得ております。

　　③　上記②の取り組みについての取締役会の判断

　　　　当社取締役会は、上記②の取り組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共

同の利益を損なうものではないと考えます。

　　　　また、取締役の恣意的な判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収

防衛策が発動されることが定められており、当社取締役の地位の維持を目的とするものではありません。
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(5) 研究開発活動

　　　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４億４千２百万円であります。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

　　　当社グループの主要な営業品目である電子計測器製品及び電源機器製品の需要は、当社グループが製品を販売

している国または地域における経済情勢や設備投資動向の影響を受けます。

　　　国または地域における経済情勢といたしましては、中国をはじめとするアジア諸国及び新興国の成長が世界経

済をけん引する形で緩やかな回復を続けているものの、欧米経済の減速等により、景気の先行きにはいまだ不

透明感があります。

　　　また、設備投資動向といたしましては、全般的に緩やかな回復基調が続いておりますが、円高による影響から設

備投資抑制の動きが懸念されます。

 

(7) 経営戦略の現状と見通し

　　　当社グループといたしましては、グローバル化と多様化する顧客ニーズへの対応力の強化のため、新製品の開

発、ソリューション営業活動の推進、さらに納期短縮と原価低減に努めてまいります。

　　　具体的には、デジタル機器、先進電子部品、自動車電装及び環境・エネルギー市場において拡販、浸透を図るた

め、直接、お客様の研究開発現場、製造現場、品質保証現場等からの生の声に耳を傾けることで顧客ニーズを把

握し、様々な要求に対するソリューションを提供できるよう、一層努力してまいります。

　　　海外事業活動においては、お客様の世界的な生産体制の構築が加速するなか、海外代理店への製品教育とサー

ビス研修を強化し、お客様の期待に応えられるようグループ一丸となった展開を推進してまいります。

 

(8) 経営者の問題認識と今後の方針について

　　　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案し実行するよう

努めております。しかしながら、技術の進歩は目覚しく、それに伴い顧客ニーズも目まぐるしく変化いたしま

す。当社グループといたしましては、このような技術進歩と顧客ニーズへの対応がむしろビジネスを大きくす

る好機でもあると捉え、業績を伸長しかつ当社グループ全体の企業価値を高めるべく、新製品の開発、新規事

業の拡大、積極的な海外展開を経営の最重点課題として取り組んでいく所存でございます。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,900,000 9,900,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 9,900,000 9,900,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月30日 ― 9,900,000 ― 2,201,250 ― 2,736,250

 

EDINET提出書類

菊水電子工業株式会社(E02004)

四半期報告書

 8/24



(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

菊水取引先持株会
神奈川県横浜市都筑区東山田１－１－３
菊水電子工業㈱社内

756 7.64

小　林　一　夫 東京都大田区 541 5.47

菊水電子工業従業員持株会
神奈川県横浜市都筑区東山田１－１－３
菊水電子工業㈱社内

397 4.01

株式会社みずほ銀行
東京都千代田区内幸町１－１－５
常任代理人　資産管理サービス信託銀行㈱

360 3.64

小　林　寛　子 東京都大田区 346 3.50

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 301 3.04

小　林　　　剛 神奈川県川崎市中原区 226 2.28

ケル株式会社 東京都多摩市永山６－17－７ 220 2.22

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 214 2.17

山　崎　万　希　子 東京都大田区 202 2.04

計 ― 3,564 36.01

(注)　上記のほか当社所有の自己株式1,285千株(12.99％)があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

普通株式　　1,285,900
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　8,612,900 86,129 ―

単元未満株式 普通株式　　　　1,200 ― ―

発行済株式総数 9,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 86,129 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
菊水電子工業株式会社

神奈川県横浜市都筑区
東山田１―１―３

1,285,900 ― 1,285,90012.99

計 ― 1,285,900 ― 1,285,90012.99

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,991,013 2,096,297

受取手形及び売掛金 ※1
 2,102,924

※1
 1,643,189

有価証券 100,198 103,709

商品及び製品 498,245 518,770

仕掛品 335,444 398,941

原材料及び貯蔵品 525,093 501,834

その他 258,513 258,858

貸倒引当金 △649 △613

流動資産合計 5,810,784 5,520,987

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 709,078 683,061

土地 1,507,388 1,454,495

その他（純額） 413,465 381,367

有形固定資産合計 2,629,931 2,518,924

無形固定資産 49,105 45,420

投資その他の資産

投資有価証券 1,054,523 964,429

その他 597,962 621,931

貸倒引当金 △2,015 △2,015

投資その他の資産合計 1,650,470 1,584,345

固定資産合計 4,329,507 4,148,689

資産合計 10,140,292 9,669,677

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 500,192 578,066

未払法人税等 206,283 96,236

賞与引当金 233,884 172,193

役員賞与引当金 45,000 15,000

製品保証引当金 12,295 10,403

その他 ※1
 524,040 297,451

流動負債合計 1,521,696 1,169,351

固定負債

退職給付引当金 118,253 122,200

役員退職慰労引当金 8,169 8,369

その他 574,775 539,405

固定負債合計 701,198 669,974

負債合計 2,222,894 1,839,325
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,201,250 2,201,250

資本剰余金 2,737,648 2,737,648

利益剰余金 3,336,357 3,336,300

自己株式 △547,473 △561,829

株主資本合計 7,727,782 7,713,368

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 186,571 112,344

為替換算調整勘定 △41,130 △41,355

その他の包括利益累計額合計 145,441 70,988

少数株主持分 44,174 45,993

純資産合計 7,917,397 7,830,351

負債純資産合計 10,140,292 9,669,677
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
　(自 平成23年４月１日
    至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
 (自 平成24年４月１日
   至 平成24年９月30日)

売上高 3,518,216 3,396,761

売上原価 1,733,575 1,646,699

売上総利益 1,784,640 1,750,061

販売費及び一般管理費 ※
 1,374,670

※
 1,474,857

営業利益 409,969 275,204

営業外収益

受取利息 989 1,015

受取配当金 16,480 21,472

その他 6,067 3,826

営業外収益合計 23,537 26,314

営業外費用

支払利息 2,100 1,786

売上割引 6,127 6,448

有価証券売却損 402 5,241

為替差損 10,814 11,127

その他 2,716 1,663

営業外費用合計 22,161 26,266

経常利益 411,344 275,252

特別損失

固定資産売却損 － 5,549

固定資産除却損 5,944 1,912

減損損失 17,517 －

投資有価証券評価損 58,047 37,943

特別損失合計 81,509 45,405

税金等調整前四半期純利益 329,835 229,846

法人税等 94,271 86,938

少数株主損益調整前四半期純利益 235,564 142,908

少数株主利益 861 1,819

四半期純利益 234,702 141,089
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
  (自 平成23年４月１日
    至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
  (自 平成24年４月１日
    至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 235,564 142,908

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △37,525 △74,227

為替換算調整勘定 △5,136 △225

その他の包括利益合計 △42,662 △74,452

四半期包括利益 192,901 68,455

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 192,040 66,636

少数株主に係る四半期包括利益 861 1,819
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
   至 平成23年９月30日))

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 329,835 229,846

減価償却費 88,959 130,020

減損損失 17,517 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,901 3,947

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 200 200

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,203 △61,691

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,000 △30,000

製品保証引当金の増減額（△は減少） △7,980 △1,892

受取利息及び受取配当金 △18,492 △23,359

支払利息 8,228 8,234

投資有価証券評価損益（△は益） 58,047 37,943

売上債権の増減額（△は増加） 67,677 483,848

たな卸資産の増減額（△は増加） △314,757 △59,569

仕入債務の増減額（△は減少） △9,883 80,100

その他 △89,830 △95,935

小計 114,825 701,694

利息及び配当金の受取額 18,546 23,352

利息の支払額 △10,296 △10,641

法人税等の支払額 △22,425 △201,189

災害による損失の支払額 △9,719 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 90,930 513,215

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △199,174 △195,864

有形固定資産の売却による収入 57,697 52,892

投資有価証券の取得による支出 △1,659 △102,640

投資有価証券の売却及び償還による収入 21,619 34,523

その他 △10,623 △14,089

投資活動によるキャッシュ・フロー △132,141 △225,178

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △13,346 △14,356

配当金の支払額 △173,423 △172,152

その他 △1,516 △2,783

財務活動によるキャッシュ・フロー △188,285 △189,292

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,952 △4,280

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △234,449 94,462

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増加額

－ 14,331

現金及び現金同等物の期首残高 1,876,923 2,082,199

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,642,474

※
 2,190,994

EDINET提出書類

菊水電子工業株式会社(E02004)

四半期報告書

16/24



【継続企業の前提に関する注記】

該当事項はありません。

 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

連結財務諸表の作成に当たり、従来、連結子会社のうち決算日が12月31日である菊水貿易(上海)有限公司につい

ては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間で生じた重要な取引について連結上必要な調整を行ってお

りましたが、より適切な開示を図るため、第１四半期連結会計期間より連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用する方法に変更しております。

なお、当該連結子会社の平成24年１月１日から同年３月31日までの３か月間の損益は、利益剰余金に計上してお

ります。
　

 

【会計方針の変更等】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　税金費用の計算

　　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

 (四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手
形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
 前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 16,479千円 36,199千円

支払手形 472千円 ―千円

流動負債その他

(設備等支払手形)
1,017千円 ―千円

 

 (四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は。次のとおりであります。
 

 前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

給与手当 279,728千円 297,044千円

賞与引当金繰入額 94,273千円 67,722千円

役員賞与引当金繰入額 15,000千円 15,000千円

製品保証引当金繰入額 △7,918千円 △1,778千円

退職給付引当金繰入額 7,877千円 13,578千円

役員退職慰労引当金繰入額 200千円 200千円

研究開発費 374,648千円 442,645千円

 

 (四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと
おりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

現金及び預金 1,544,820千円 2,096,297千円

有価証券 106,661千円 103,709千円

計 1,651,482千円 2,200,006千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△9,008千円 △9,012千円

現金及び現金同等物 1,642,474千円 2,190,994千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

 

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 174,258 20平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

 

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 172,847 20平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　　　　　当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行う単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

 

　　Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　　　　　当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行う単一セグメントであるため、

記載を省略しております。
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(金融商品関係)

前連結会計年度末(平成24年３月31日)

 

科目
連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)
時価の
算定方法

有価証券 100,198 100,198 ― (注)１

投資有価証券 1,036,023 1,036,023 ― (注)１

(注) １　有価証券及び投資有価証券の時価の算定方法
 　　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に

よっております。また、投資信託については、公表されている基準価額によっております。
 　　　２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 18,500

 　　　　これについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見込まれます。した
がって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「投資有価証券」には含めておりません。

 

当第２四半期連結会計期間末(平成24年９月30日)

有価証券、投資有価証券が企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません。(注)２をご参照ください。
 

科目
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)
時価の
算定方法

有価証券 103,709 103,709 ― (注)１

投資有価証券 945,929 945,929 ― (注)１

(注) １　有価証券及び投資有価証券の時価の算定方法
 　　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に

よっております。また、投資信託については、公表されている基準価額によっております。
 　　　２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 四半期連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 18,500

 　　　　これについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見込まれます。した
がって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「投資有価証券」には含めておりません。
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(有価証券関係)

前連結会計年度末(平成24年３月31日)

　　　その他有価証券

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

　株式 368,416 657,835 289,419

　債券 30,000 29,819 △181

　その他 447,786 448,566 780

計 846,202 1,136,221 290,018

 

当第２四半期連結会計期間末(平成24年９月30日)

その他有価証券が企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の四半期連結

貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

　　　その他有価証券

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

　株式 371,056 528,721 157,665

　債券 130,000 129,633 △367

　その他 373,590 391,283 17,693

計 874,647 1,049,638 174,991

 

(デリバティブ取引関係)

　該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 26円96銭 16円34銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 234,702 141,089

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 234,702 141,089

普通株式の期中平均株式数(株) 8,705,427 8,634,198

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成24年11月６日

菊水電子工業株式会社

取締役会　御中

 新日本有限責任監査法人

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　薄　　井　　　　　誠　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている菊水電子工
業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成24年７
月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に
係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四
半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、菊水電子工業株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日
現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を
適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
 (注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。
　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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